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小中一貫教育コーディネーターを活用した

施設分離型小中一貫教育の円滑な推進方法の検討
加藤 達也

The Role ofC∞，rdinators in the Development of Separated Facilities 
in Primary through Early Secondary Education 

Tatsuya KATOH 

1 . 問題の所在と研究の目的

小中一貫教育の実践研究は2000 年に文部省委嘱を受けた広島県の現呉中央学園に始ま� ，201 7 
年度では253 件の設置数 (3 7都道府県8 4市区町村) と 全国へ広が る 動 き と なっている。 また、 本
研究で取 り 上げる 施設分離型は小中一貫教育全体の約7割を占めている。 小中一貫教育が導入さ
れる背景 と して 『中 1 ギャップの緩和J 等のね らいがあ る と さ れ る が、その発端に 目 を向ければ、
前出の呉市は義務教育9年聞を見
通 し たカリ キュラムに基づいた
指導に重点を置いてお り 、 元 々 は
学校にお け る 指導の改善方策 と
して導入されたこ と がわかる。

ま た、先行研究や文部科学省等

宵から中学級教育への円滑な後績を目指す織々な教育
i小中一貫教育:小中速燐教育のうち、小・中学校段階の教員が包指す子供像を共有し、9年
a 聞を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育

! 

! 
の調査から、 学習面や生徒指導面 園1小中一貫敏宵の彊型・施霞形態の整理園1

での教育効呆を確認する こ と ができ る。加えて、 戦後約70 年、 6- 3 - 3 の単線型教育体型が維持
されている こ と を受け、 安彦(20 13)や木村(20 15 p. 1 82) は6- 3 制に こ だ わ ら ない制度体型の可
能性について言及 してい る こ と 、 屋敷(201 8 ) は、 小中一貫教育の制度化を踏ま え 『将来の学制改
革の議論に備 え る 意味で も研究蓄積が求め られるj と してい る こ と 等か ら 、 小中一貫教育が、 義
務教育を含めた学校制度を捉え直す視点 と な り う る こ と が示唆 される。 一方で、 文部科学省 『小
中一貫教育等についての実態調査の結果J (2014) に よれば、「小中の教職員聞での打ち合わせ時間
の確保J r教職員の負担感 ・ 多忙感の解消 』 等において大き な課題が認め られている.

高橋(20 15) ら は、 小中一貫教育を円滑に推進する方策の 1っ と して小中一貫教育コーディネー
ター(以下小中一貫Co) の配置を挙げて い る が、先行研究は鈴木(201 5)等に限られ、 その全体像を
把握する こ と が難しい。加えて、 国立教育政策研究所 (20 15) が、 その具体について は「地域によ
り 様々 J r例えばj と す る 等、特に施設分離型小中一貫教育を円滑に推進する ための方策 と して挙
げ られた小中一貫Co ではある が、現状、その実態や どのよ う に活用 されるべき かは明 ら かになっ
ていない と い え る 。 そ こ で本研究は、 施設分離型小中一貫教育を対象 と し、先進地区の小中一貫

Coへの聞 き 取 り 調査や、 筆者自 身が小中一貫Co 的な役割 と してアク ションリ サーチ(以下AR)
を行う こ と を通して、 小 中一貫Co の実態を明 ら か に し た上で、 小 中一貫Co を活用 した小中一貫
教育の円滑な推進について示唆を与え る こ と を 目 的 と する。

2. 小中一貫Coへの聞き取り闘査から

先行研究や調査から属性を検討し、 施設分離型小中一貫教育を実践 している学校において、 『小
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中一貫 CoJ や「小中一貫担当」を担っている4名の教職員を調査対象とした(導入地区:導入か

ら 5 年以内の自治体、 先進地区・導入から10 年超の自治体)。 いずれも半構造化インタピュー (90

分程度)を実施し、 小中一貫教育の推進と小中一貫Coの視点から事例研究2をする手法を取ったo

( 1 )く導入地区〉教務主任兼任の場合(A市B中学校C教諭)
2小1 中で構成され、 市内で先行し2 015 年から小中一貫教育に取り組んでいる校区である。

「コンス事ントに会えていることが太きい。教務主任の出張でも顔を合わせるため定期的な情報交換ができ
る。 (C①2017/8/26) J 

C教諭が小中一貫教育を推進する上で「重要」としていたのが、 打ち合わせをする時間の確保

であった。 B中学校区では、 各校の教務主任が火曜日の午後は持ち授業なしの時間割りを組み、

その時間帯に2小1 中の教務主任が集まる「事務局会」を設定していた。 教務主任が小中一貫

Coとなることのメリットとして、 時間割の編成による工夫をしやすい点が浮き彫りになった。

( 2  )く導入地区>専任コーディネーターの場合(0市E中学校区F教諭)
D市、 そして学区で最初の小中一貫CoとなったH教諭の基本的な業務は、 3小1 中の外国語

活動及び英語のTT(ティームティーチング)と、 取りまとめの校長代理として各校の校長や教頭

と折衝したり、 職員と取組を進めたりすることであった。

、一番大事なのは、かかわっている先生方、職員に顔を覚えてもらい、仲間意識をもってもらうこと。一緒に
、E地区で働いているという意識。 (中略) そのためには「どぷ板の営業マン』にならないといけないと感じ
三てりる。 (Fφ201 719/8)

一方で、 「前任者がいるわけでもなく、 どうすればいいか聞けるわけでもなし、」とし「本当に

孤独を感じるときもある」という言葉もあった。

( 3  )く先進地区〉研究主任兼任の場合(G市H小中学校I教諭)
5 . 4制施設併用型(西学舎 ・ 1 �5年生、 東学舎 : 6�9年生) 小中一貫校であり、 研究テ

ーマから、 小中一貫教育を授業づくりに生かす学校運営がされていることが伺える。

\授業が一番つながりますよ。一緒の子どもを育ててい〈。酉も束もつける力を 1 つにしながら (合わせなが
ヘら) 授業はみんなやる。(中略) 研究が小中の架け橋にな?たらいいと思います。 ( [①2018/1/25) 

この発話は、 学校において教員が最も子どもと時間を共有するのは授業であり、 授業が 『共通

言語」になりやすいことを示唆している。

教務主任は外せない。とにもかくにもまず両校舎の予定.何をするにも、両校舎の予定を一覧にしたところ
、から探す。 ( [②2018/1/25) 

この発話から、 Y小中学校のように同じ学校組織であったとしても、 日時の調整は最優先事項

になってくることと、 教務主任による働きかけの必要性がわかる。

(4 )く先進地区〉教務主任兼任の場合(G市J中学校K教輸)
W中学校は2小l中の5-4制の施設併用型小中一貫校である。 小中一貫コミュニティスクー

ルとして、 3校それぞれの学校運営協議会を基盤とした取組を進めている。 また、 2つの小学校

が独立しているため、 5-4制だがW中学校舎に2つの小学校の6年生が通学している。

W中学校区の小学校研究主任L教諭の「担当の先生(K教諭) は中学校籍の方なんです。 でも

小学校経験もあるから、 気持ちを分かつてくれる。 」という言葉から、 聞き取り調査に至ったo

、基本的には授業や行事等の日程のすり合わせが、担当として小中ー買を進めてい〈上での根幹となる仕事。
、 (K①201 8/3/26) 一枚 (兼任) である方が効率的。学校聞の教務的なやり取りは多々ある。 (中略) 教務主任
、との兼任の方が動きやすい。 (K②2018/3/26)
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